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第５節 観光・産業振興施設 

 

１ 鶴巻温泉弘法の里湯 

 【設置及び建設年度】 

設置・建設：H13(2001) 構造：R2 

 

【位置図】 

【設置の根拠又は目的】 

観光及び地域産業の振興を図るとともに、市民の健康増進及び福祉の向上を目的

として設置しています。 

根拠法令等：秦野市鶴巻温泉弘法の里湯条例 

 

【主な事業】 

① 温泉入浴の場所の提供 

② 飲食の提供 

 

【施設の内容（定員）】 

 露天風呂付大浴室、露天風呂付貸切風呂、大広間、貸切休憩室3室（各室定員12

名）、食事処、売店 

鶴巻中学校

鶴巻小学校

つるまきこども園

鶴巻分署 

サンライフ鶴巻

弘法の里湯 
鶴巻公民館

鶴巻温泉駅

宮永岳彦記念美術館 
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【管理運営費等】 

 利用者数 管理運営費 
一人当たり 

管理運営費 

一人当たり 

一般財源負担額 

Ｈ19 

(2007) 
143,827 人 1億 641万円 740円/人・日 △275円/人・日 

Ｈ21 

(2009) 
145,610 人 1億 364万円 712円/人・日 △296円/人・日 

Ｈ23 

(2011) 
114,018 人 1億 6,441 万円 1,442円/人・日 528円/人・日 

Ｈ25 

(2013) 
147,264 人 1億 1,095 万円 753円/人・日 △94円/人・日 

Ｈ27 

(2015) 
159,566 人 1億 1,970 万円 750円/人・日 △84円/人・日 

Ｈ29 

(2017) 
162,320 人 1億 2,871 万円 793円/人・日 △104円/人・日 

Ｒ01 

(2019) 
133,492 人 1億 3,785 万円 1,033円/人・日 142円/人・日 

※ 利用者数は有料入館者数の合計 

※ 平成23年度(2011年度)は改修工事の影響で一時的に管理運営費が増加しています。 

 

【現状と課題】 

① 近年の利用者数はピーク時である平成15年度(2003年度)の約18万人には及び

ませんが、新源泉を掘削してリニューアルオープンした平成 23 年度(2011 年度)

以降は回復し、平成29年度(2017年度)には16万人を超えました。しかし、令和

元年度(2019年度)には、新型感染症の影響もあり13万人まで減少しています。 

 

② 利用者の曜日別構成比は、開館以来、土日祝日の利用者が 50 パーセント程

度、平日の市内利用者が 20 パーセント程度、市外利用者が 30 パーセント程度で

推移していましたが、近年は平日の市内利用者が増加傾向にあります。 
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③ 建設工事等を考慮しない場合、管理運営費を上回る収入を上げている数少ない

施設のうちの一つですが、施設の経年変化に伴う維持補修費が増加しており、大

規模な改修が見込まれます。 

④ 平成 22 年度(2010 年度)に新たな源泉（つるまき千の湯）を掘削し、2 つの源

泉を楽しめる施設として集客を図り、利用者が増加しています。しかし、旧源泉

の湯量の減少や不純物の除去により、設備の劣化が懸念されます。 

⑤ 市民サービスの向上と効率的な管理運営のため、指定管理者制度の導入を検討

しています。 

２ 名水はだの富士見の湯 

 【設置及び建設年度】 

設置・建設：H29(2001) 構造：R2 

【位置図】 
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本町四ツ角
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すえひろこども園 
富士見の湯

秦野駅 

はだのクリーンセンター
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【設置の根拠又は目的】 

市民の健康増進及び弘法山とその周辺の観光振興を図ることを目的として設置し

ています。 

根拠法令等：秦野市名水はだの富士見の湯条例 

 

【主な事業】 

① 温泉入浴の場所の提供 

② 飲食の提供 

 

【施設の内容（定員）】 

 露天風呂付大浴室、露天風呂付貸切風呂、食堂、休憩室、貸室(12)、足湯 

 

【管理運営費等】 

 利用者数 管理運営費 
一人当たり 

管理運営費 

一人当たり 

一般財源負担額 

Ｈ29 

(2017) 
32,902 人 1,803 万円 548円/人・日 366円/人・日 

Ｒ01 

(2019) 
73,767 人 275万円 37円/人・日 △116円/人・日 

※ 新築工事に係る工事請負費 4 億 1,560 万円及び備品購入費 5,000 万円は管理運営費から除

いています。 

 

【現状と課題】 

① はだのクリーンセンター建設に伴い、地元自治会と締結した協定に基づいて開

設したもので、平成29年(2017年)10月 1日にオープンしました。 

② 設置当初から指定管理者による運営とし、指定管理料なしで毎月 100 万円が市

に納付されることになっていました。 

③ 民間事業者による運営ではありますが過去の収支を鑑み、指定管理者による運

営が 2 期目となった令和 2 年(2020 年)10 月からは、指定管理料なしで毎月の納

付金が 1 万円＋秦野市還付金(会計年度内に得た利益の 1/4 を配分)となりまし

た。 

④ はだのクリーンセンターと富士見の湯を結ぶ、熱エネルギーの供給システムに

問題があるため、改修等に費用が掛かっています。 
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３ 田原ふるさと公園              

 【設置及び建設年度】 

設置：H12(2000) 

建設：H11(1999) 構造：W2 

 

【位置図】 

【設置の根拠又は目的】 

都市住民と農村との交流を促進し、地域農業の活性化を図るとともに、市民に憩

いの場を提供するため設置しています。 

根拠法令等：秦野市田原ふるさと公園条例 

 

【主な事業】 

① 地場産農産物の販売及び飲食の提供 

② 農業振興を図るための事業の開催 

③ 地域活動等への会議室や広場の貸出し 

 

【施設の内容】 

 農産物直売所、そば処、漬物加工施設、そば道場、そば粉製粉施設、 

中丸広場、親水施設 

 

谷戸児童館

田原ふるさと公園

寺山スポーツ広場
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【管理運営費等】 

 利用者数 管理運営費 
一人当たり 

管理運営費 

一人当たり 

一般財源負担額 

Ｈ19 

(2007) 
92,740 人 1,159万円 125円/人・日 110円/人・日 

Ｈ21 

(2009) 
83,000 人 1,120万円 135円/人・日 117円/人・日 

Ｈ23 

(2011) 
80,000 人 1,186万円 148円/人・日 127円/人・日 

Ｈ25 

(2013) 
82,694 人 1,074万円 130円/人・日 108円/人・日 

Ｈ27 

(2015) 
87,072 人 1,472万円 169円/人・日 146円/人・日 

Ｈ29 

(2017) 
79,616 人 1,071万円 134円/人・日 108円/人・日 

Ｒ01 

(2019) 
66,466 人 1,093万円 164円/人・日 137円/人・日 

 

【現状と課題】 

① 利用者数は、ピーク時の平成15年度(2003年度)には年間約10万人でしたが、

以後減少しています。また、利用者数の内訳は約 7 割が直売所の利用者であり、

飲食施設の利用者は約3割で、そば打ち体験の利用者は年々減少しています。 

② 利用者一人当たりに対する一般財源負担額が低く、この点においては、本市の

公共施設の中でも財政面で優良な施設であるといえます。 

③ 施設における事業の実施については、条例に基づき、関係 3 団体に無償で委託

しています。また、日常の管理については、関係 3 団体で構成する協議会に有償

で委託しています。この管理運営形態は、本市の他の公共施設には見られないも

のですが、もう一つの特徴として、受託者である 3 団体がそれぞれ飲食の提供や

野菜の直売等による事業収入を得ていることがあげられます。市から施設の管理

委託料約 200 万円が支出されていますが、事業委託している 3団体から施設使用

の対価として、施設利用協力金を納入していただいています。 

59.5%, 50.0 

55.6%, 55.6 

58.0%, 55.9 

62.2%, 57.7 

67.3%, 57.5 

70.1%, 55.9 

69.8%, 57.7 

72.6%, 63.2 

71.6%, 56.9 

71.7%, 47.6 

30.1%, 25.3

31.5%, 31.5

30.8%, 29.7

31.4%, 29.1

30.3%, 25.9

28.1%, 22.4

28.5%, 23.6

26.1%, 22.7

27.4%, 21.8

27.1%, 18

10.5%, 8.8 

12.9%, 12.9 

11.2%, 10.8 

6.4%, 5.9 

2.3%, 2.0 

1.9%, 1.5 

1.7%, 1.4 

1.4%, 1.2 

1.0%, 0.8 

1.2%, 0.8 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110

H13
H15
H17
H19
H21
H23
H25
H27
H29
R01

(千人)

田原ふるさと公園利用状況（割合、人数）

直売

そば施設

そば打ち体験



239 

④ 敷地の約 7割に相当する面積を借地が占めており、年間約257 万円の賃料負担

が発生しています。 

⑤ 「表丹沢魅力づくり構想」における地域活動拠点として、より安定的で収益

性・集客性のある運営へと転換し、一般財源負担を減らすため、地域と連携しな

がら検討を進める必要があります。 

４ 里山ふれあいセンター            

 【設置及び建設年度】 

設置：H13(2001) 

建設：H12(2000) 構造：W1 

 

【位置図】 

 

【設置の根拠又は目的】 

地域林業者の活動を促進し、並びに森林及び林業に対する市民の理解を深めるた

め設置しています。 

根拠法令等：秦野市里山ふれあいセンター条例 

 

【主な事業】 

① 木工実習室等及び木工器具の貸出し 

② 木工教室等の開催 

③ 森林ボランティアの活動拠点としての使用 

里山ふれあいセンター

老人いこいの家

くずは荘 
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④ 森林組合事務所としての使用 

 

【施設の内容】 

 木工実習室、研修室、森林組合事務所、図書室 

 

【管理運営費等】 

 利用者数 管理運営費 
一人当たり 

管理運営費 

一人当たり 

一般財源負担額 

Ｈ19 

(2007) 
4,425 人 685万円 1,548円/人・日 1,401円/人・日 

Ｈ21 

(2009) 
5,621 人 645万円 1,147円/人・日 1,147円/人・日 

Ｈ23 

(2011) 
3,294 人 661万円 2,006円/人・日 1,942円/人・日 

Ｈ25 

(2013) 
3,476 人 673万円 1,938円/人・日 1,938円/人・日 

Ｈ27 

(2015) 
4,632 人 761万円 1,643円/人・日 1,643円/人・日 

Ｈ29 

(2017) 
3,911 人 720万円 1,842円/人・日 1,842円/人・日 

Ｒ01 

(2019) 
3,541 人 741万円 2,093円/人・日 2,093円/人・日 

 

【現状と課題】 

① 毎年 4,000 人前後の利用者がありますが、本市の公共施設の中では、児童館や

老人いこいの家とともに、利用者が少ない施設です。管理運営費はその他の施設

に比べて低額ですが、利用者一人当たりに対する一般財源負担額は、本市の公共

施設の中では比較的高額となっています。 

② 平成19年度(2007年度)から指定管理者制度を導入しています。 

③ 管理運営費の削減のため、施設を指定管理者へ譲渡し、民営の公益施設として

運営していくことも考えられますが、令和5年度(2023年度)に指定管理者制度に
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移行する予定の表丹沢野外活動センターとの連携を踏まえて、同一事業者による

運営なども検討する必要があります。 

④ 施設の譲渡や民営化などによる一般財源負担の軽減が実現しない場合には、再

配置に関する方針による施設更新の優先度において、「その他」に該当している

ため、更新年度を目途に廃止することも検討する必要があります。 

⑤ 平成 29 年(2017 年)10 月の使用料

見直しによる影響は右表のとおりで

す。使用料は指定管理者の収入とな

っています。 

 使用料収入 H27との差額 

H27(2015) 0 万円 ― 

H29(2017) 28.0 万円 28.0万円 

R01(2019) 33.1 万円 33.1万円 

５ 駐車場                   

 【施設名及び設置年度】 

施設名 設置年度 

市営片町駐車場 H6(1994) 

市営渋沢駅北口駐車場 H5(1993) 

 

【位置図】 

《片町駐車場》 

 

 

秦野市役所 

本町小学校 

はだのこども館 

片町駐車場 

農協ビル 秦野駅北口 

自転車駐車場 

本町幼稚園

いずみ児童館 

本町公民館 
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《渋沢駅北口駐車場》 

【設置の根拠又は目的】 

地域の商業の振興を図るとともに、路上駐車を防止するため設置しています。 

根拠法令等：秦野市自動車駐車場の設置及び管理に関する条例 

 

【主な事業】 

 時間貸し駐車場の提供 

 

【管理運営費等】 

 利用台数 管理運営費 
一台当たり 

管理運営費 

一台当たり 

一般財源負担額 

Ｈ19 

(2007) 
105,686 台 2,076 万円 196円/台・日 △144円/台・日 

Ｈ21 

(2009) 
90,755 台 2,165 万円 239円/台・日 △88円/台・日 

Ｈ23 

(2011) 
83,973 台 2,068 万円 246円/台・日 △69円/台・日 

Ｈ25 

(2013) 
81,447 台 1,723 万円 212円/台・日 △93円/台・日 

Ｈ27 

(2015) 
73,074 台 1,769 万円 242円/台・日 △75円/台・日 

Ｈ29 

(2017) 
76,216 台 1,567 万円 206円/台・日 △116円/台・日 

渋沢駅

曲松児童センター 

西中学校 

西公民館 

西分署

渋沢駅北口駐車場 
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Ｒ01 

(2019) 
72,080 台 1,556 万円 216円/台・日 △98円/台・日 

  

【現状と課題】 

① 片町駐車場の利用台数は、平成 12 年度(2000 年度)をピークに減少していま

す。また、渋沢駅北口駐車場の利用台数は、開設以来増加を続けていましたが、

平成17年度(2005年度)以降は徐々に減少しています。 

② 使用料収入は、利用者数のピーク以前の平成9年度(1997年度)をピークに減少

を始め、この傾向が続いているため、使用料収入全体も減少しています。 

③ 令和元年度(2019 年度)の片町の稼働率は、渋沢駅北口の約 28.0 パーセントに

対して、約 8.4 パーセントとなっています。使用料収入と管理運営費の差額（＝

利益）は、渋沢駅北口の約656万円に対して、1割以下の約53万円となっていま

す。土地の一部は土地開発公社の所有地であり、取得資金の償還に伴う利子負担

の補助を行っています。これらの利子負担及び管理運営に係る職員の人件費を含

めると、管理運営経費は大きなものになっています。 

④ 片町は、駅から徒歩圏にはあるものの、秦野駅周辺には、同程度の料金で駐車

が可能な民間駐車場が複数あることに加え、周辺商店街の利用者が減少している

こともあり、このままでは利用者の回復は難しいと推測されますが、この駐車場

は、本町地区の中心市街地再整備や駅前の県道の拡幅に必要不可欠な土地です。 
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６ ふるさとハローワーク 

 【設置年度】 

設置：H5(1993)《民間建物内に設置》 

 

【位置図】 

 

【設置の根拠又は目的】 

国の公共職業安定所と共同で運営し、市独自の相談業務と連携した職業相談・職

業紹介を行うことにより、求職者の就職や再就職の促進を図るために設置していま

す。 

 

【主な事業】 

求人情報の提供、職業相談、職業紹介 

 

 

 

 

 

 

 

 

秦野市役所

本町小学校 

はだのこども館 

片町駐車場

農協ビル 秦野駅北口 

自転車駐車場

本町幼稚園

いずみ児童館 

本町公民館 
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【管理運営費等】 

 利用者数 管理運営費 
一人当たり 

管理運営費 

一人当たり 

一般財源負担額 

Ｈ19 

(2007) 
22,479 人 912万円 406円/人・日 406円/人・日 

Ｈ21 

(2009) 
40,270 人 850万円 211円/人・日 211円/人・日 

Ｈ23 

(2011) 
31,865 人 773万円 243円/人・日 243円/人・日 

Ｈ25 

(2013) 
26,722 人 874万円 327円/人・日 327円/人・日 

Ｈ27 

(2015) 
21,359 人 876万円 410円/人・日 410円/人・日 

Ｈ29 

(2017) 
19,126 人 692万円 362円/人・日 362円/人・日 

Ｒ01 

(2019) 
15,290 人 269万円 176円/人・日 176円/人・日 

 

【現状と課題】 

① 雇用情勢は改善傾向にありますが、松田公共職業安定所管内の有効求人倍率は

全国や県に比べ低い水準にとどまっており、秦野市ふるさとハローワークは、公

共職業安定所を補完する施設として、重要な役割を果たしています。 

② 平成21年度(2009年度)以降、職業紹介者数、来所者数は減少傾向にありま

す。 

③ 平成30年度(2018年度)から市費職員を配置しなくなったため、令和元年度

(2019年度)の管理運営費は賃借に要する費用のみとなっています。 
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第６節 公営住宅 

 

 

１ 公営住宅 

 【施設名及び設置(建設)年度】 

施設名 設置(建設)年度 施設名 設置(建設)年度 

龍ヶ淵住宅 S30(1955) 戸川第３住宅 S41(1966) 

桜塚住宅 S30(1955) 戸川第４住宅 S43(1968) 

浄屋第１住宅 S30(1955) 戸川第５住宅 S44(1969) 

堀川第２住宅 S34(1959) 渋沢住宅 S55(1980) 

戸川第１住宅 S39(1964) 薬師原団地 H3(1991)、H4(1992) 

戸川第２住宅 S40(1965) 入船住宅 H9(1997) 

※ 市制施行(昭和30年)以前に設置されていた住宅は、設置年を昭和30年としています。 

  構造は、戸川第3・第4・第5はCB1、渋沢がﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ 5、薬師原･入船がR5、他はW1。 

 

【位置図】集合住宅のみ掲載 

《渋沢住宅》 

 

 

 

渋沢駅

渋沢住宅 
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《薬師原団地》 

 

《入船住宅》 

 

広畑ふれあいプラザ 

薬師原団地県立秦野高等学校

ひろはたこども園

広畑児童館広畑小学校

末広小学校 

末広自由広場

入船住宅 

本町公民館

はだのこども館

本町四ツ角

すえひろこども園 

末広ふれあいセンター
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【設置の根拠又は目的】 

低額所得者の住宅不足を緩和するため設置しています。 

根拠法令等：公営住宅法、秦野市市営住宅条例 

 

【主な事業】 

 住宅に困窮している低額所得者等に対する住宅の供給 

 

【管理運営費等】 

 入居者数 管理運営費 
一人当たり 

管理運営費 

一人当たり 

一般財源負担額 

Ｈ19 

(2007) 
564 人 4,286 万円 75,998 円/年 △20,551円/年 

Ｈ21 

(2009) 
499 人 7,282 万円 145,939 円/年 50,088 円/年 

Ｈ23 

(2011) 
469 人 3,806 万円 81,152 円/年 △15,223円/年 

Ｈ25 

(2013) 
401 人 3,422 万円 85,329 円/年 △19,871円/年 

Ｈ27 

(2015) 
330 人 4,484 万円 135,892 円/年 13,350 円/年 

Ｈ29 

(2017) 
297 人 6,371 万円 214,526 円/年 87,987 円/年 

Ｒ01 

(2019) 
272 人 5,547 万円 203,945 円/年 76,628 円/年 

※ 平成 29 年度(2017 年度)の管理運営費の増額の理由として、薬師原団地の内部改修工事によ

る工事請負費の増が挙げられます。 

 

【現状と課題】 

① 本市には、令和元年度末現在、12 団地 228 戸の市営住宅がありますが、このう

ち 9 団地 78 戸が昭和 40 年代以前に建築された平屋建の住宅であり、残る 3 団地

150戸が 5階建の集合住宅形式となっています。 

② 老朽化木造戸建市営住宅集約事業により入居者の住み替えを進め、完了した住

宅は順次解体してきました。 

③ 県内各市との人口規模の比較では、本市の市営住宅の戸数、県営住宅及び都市

再生機構等を含めた公共賃貸住宅全体の戸数は、ほぼ県内の平均にあります。 

④ 団地数は、市営住宅の戸数との比較において、県内の平均よりも多い傾向にあ

りますが、平屋建の住宅が多いことが土地利用の観点からも非効率になっていま

す。敷地面積 1 ㎡あたりの家賃収入を比較すると、一番高い入船住宅と一番低い

浄屋第一住宅では、約1343倍もの開きがあります。 
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⑤ 約 16,400㎡に及ぶ平屋建の団地の用地は、本市にとって貴重な資産です。 

⑥ 集合住宅形式である渋沢、薬師原及び入船の 3 団地については、基本的に家賃

収入で管理運営費を賄うことが可能です。 

⑦ 公営住宅のあり方については、本市のみならず、全国的にも大きな課題です。

市営住宅に入居する対象を絞り込み、民間の「空き家」の活用も視野に入れなが

ら、今後、市有財産の資産経営という点から適正化を図っていく必要がありま

す。 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

龍
ヶ
淵

桜
塚

浄
屋
1

堀
川
2

戸
川
1

戸
川
2

戸
川
3

戸
川
4

戸
川
5

渋
沢

薬
師
原

入
船

(収入：円)(面積：㎡) 市営住宅の1戸当たりの敷地面積と1㎡当たりの家賃収入

敷地面積/戸 家賃収入/㎡

R² = 0.9172

R² = 0.6236

R² = 0.6942

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

0 100 200 300 400 500

(戸数)

(千人)

県内各市の公共賃貸住宅と人口の比較

公共賃貸住宅合計

市営

市営＋県営

線形 (公共賃貸住

宅合計)
線形 (市営)

線形 (市営＋県営)

R² = 0.6236

R² = 0.7179

(5)

5

15

25

35

45

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450

(団地数)(戸数)

(千人)

県内各市の市営住宅団地数・戸数と人口の比較

戸数

団地数

線形 (戸数)

線形 (団地数)



250 

２ ミライエ秦野 

 【施設名及び設置(建設)年度】 

設置・建設：H28(2016)・S51(1976) 構造：R6 

 

【位置図】 

 

【設置の根拠又は目的】 

カルチャーパークに隣接する良好な住環境を若年夫婦及び子育て夫婦に提供する

ことにより定住促進を図り、人口減少対策に役立てるために設置しています。 

根拠法令等：秦野市定住化促進住宅条例 

 

【主な事業】 

① 本市に定住を希望する若年夫婦又は子育て夫婦に対する住宅の供給 

② 市内に住宅を購入した入居者に対する助成 

 

【管理運営費等】 

 入居者数 管理運営費 
一人当たり 

管理運営費 

一人当たり 

一般財源負担額 

Ｈ29 

(2017) 
160 人 919万円 57,407 円/年 △138,224 円/年 

Ｒ01 

(2019) 
144 人 1,112 万円 77,229 円/年 △136,737 円/年 

     

水泳プール

庭球場

野球場 

陸上競技場

文化会館 

総合体育館

図書館

中央こども公園 

ミライエ秦野 
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【現状と課題】 

① 民間の社宅を買い取って、定住化促進住宅として改装したものです。 

② 平成 29 年(2017 年)2 月から入居を開始し、平均入居率は 8割以上となっていま

す。 

③ 施設内に集会室のほか、子育て支援施設である「ぽけっと 21 ミライエ」を設置

しています。 

④ 入居率 8 割で、取得から解体工事までのライフサイクルコストを回収できる家

賃設定となっています。実際の入居率が予測よりも高く推移しているため、令和

元年度(2019 年度)の一般財源負担額は約△1,969 万円となり、家賃収入で十分に

運営可能な施設となっています。 

⑤ 相当な費用をかけて改修していますが、築 40 年以上が経過しているため、今後

も修繕が必要になる可能性があります。 

⑥ 令和 2 年(2020 年)4 月からは、入居資格である「子育て夫婦」が扶養している

子の要件を小学校就学前から小学校卒業前に緩和するとともに、市外在住者の入

居申込みの決定を優先するように見直しています。 

⑦ 老朽化している施設の改修も含めて、ライフサイクルコストを確実に回収する

ためには、空室をできるだけ減らしていく必要があります。 
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第７節 公園・緑地等 

 

１ 公園・緑地                 

【設置の根拠又は目的】 

市民のいこいの場とするとともに、都市部における空間を確保し、又は自然環境

を保全する場所として設置しています。 

根拠法令等：都市公園法、秦野市都市公園条例、秦野市まちづくり条例 

 

【主な事業】 

① 市民へのいこいの場の提供 

② 都市における空間の確保 

 

【管理運営費等】 

 面積 管理運営費 
１㎡当たり 

管理運営費 

１㎡当たり 

一般財源負担額 

Ｈ19 

(2007) 
483,649 ㎡ 1億 530万円 218円/㎡ 202円/㎡ 

Ｈ21 

(2009) 
488,935 ㎡ 1億 1,395 万円 233円/㎡ 225円/㎡ 

Ｈ23 

(2011) 

735,564 ㎡ 

(489,219 ㎡) 

1億 156万円 

（9,342万円） 

138円/㎡ 

（191円/㎡） 

74円/㎡ 

（174円/㎡） 

Ｈ25 

(2013) 

691,314 ㎡ 

(444,969 ㎡) 

2億 1,285 万円 

（1億 972万円） 

308円/㎡ 

（247円/㎡） 

306円/㎡ 

（243円/㎡） 

Ｈ27 

(2015) 
705,663 ㎡ 12億 9,342 万円 1,838円/㎡ 1,612円/㎡ 

Ｈ29 

(2017) 
447,036 ㎡ 2億 4,490 万円 548円/㎡ 548円/㎡ 

Ｒ01 

(2019) 
488,935 ㎡ 1億 4,131 万円 289円/㎡ 281円/㎡ 

※ 公園管理所管課公園のみの数値。 

※ 平成 23 年度(2011 年度)及び平成 25 年度(2013 年度)の（ ）内は、平成 23 年度(2011 年

度)から公園管理所管課へ所管替えされた中央運動公園、中央こども公園、おおね公園（スポ

ーツ施設以外）を除く数値。 

※ 平成28年度(2016年度)から、カルチャーパーク及びその周辺とおおね公園が、カルチャー

パーク課に移管されたため面積が大きく減少しています。令和元年度(2019 年度)には再び公

園所管課に移管されていますが、ここでの面積はカルチャーパーク及びその周辺とおおね公

園を除いたままの面積としています。 
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【現状と課題】 

① 秦野市が管理する公園・緑地は、カルチャーパーク、おおね公園及び桜土手古

墳公園といった全市的なものを含めると 211 箇所で、その面積は約 660,562 ㎡で

すが、公園所管課が管理する公園・緑地は 207 箇所、約 461,561 ㎡となっていま

す。 

② 主として、街区内に居住する市民を対象とする街区公園 179 箇所について、県

内各市との比較を行うと、1 万人当たりの公園数では県内平均を上回っています

が、平均公園面積は847㎡で、県内平均の約1,383㎡を大幅に下回っています。 

③ 小規模な公園の大半は、開発行為時に確保されてきたものですが、開発行為時

における公園の必要最低面積は 150 ㎡であり、それぞれの開発区域内に確保する

よう指導してきました。その結果、30ｍおきに 150 ㎡程度の公園が 3 つ並んでい

る場所もありますが、小規模な公園が、近接した場所に増え続けることは、経費

面にとっては、マイナス要因となります。 

④ 令和元年度(2019年度)における面積は、平成19年度(2007年度)と比較して大

きな差はありませんが、管理運営費は1.4倍となっています。 
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２ くずはの家                 

 【設置及び建設年度】 

設置・建設：H9(1997) 構造：W1 

 

【位置図】 

【設置の根拠又は目的】 

葛葉川ふるさと峡谷の保全と活用を図るため設置しています。 

根拠法令等：秦野市くずはの広場条例 

 

【主な事業】 

① 葛葉川周辺その他の自然環境に関する講座等の実施 

② 葛葉川周辺の自然観察等の実施 

③ 葛葉川周辺の自然保護活動の拠点としての使用 

 

【施設の内容（定員）】 

 研修室（40）、事務室 

 

 

 

 

本町公民館

はだのこども館 

くずはの家

曽屋公園 

(旧曽屋配水場)
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【管理運営費等】 

 利用者数 管理運営費 
一人当たり 

管理運営費 

一人当たり 

一般財源負担額 

Ｈ19 

(2007) 
8,854 人 931万円 1,051円/人・日 1,051円/人・日 

Ｈ21 

(2009) 
15,298 人 871万円 570円/人・日 570円/人・日 

Ｈ23 

(2011) 
16,735 人 1,119 万円 669円/人・日 669円/人・日 

Ｈ25 

(2013) 
18,047 人 796万円 441円/人・日 441円/人・日 

Ｈ27 

(2015) 
18,005 人 1,060万円 589円/人・日 589円/人・日 

Ｈ29 

(2017) 
17,463 人 1,266 万円 725円/人・日 725円/人・日 

Ｒ01 

(2019) 
15,679 人 1,196 万円 762円/人・日 757円/人・日 

 

【現状と課題】 

① 平成 15 年度(2003 年度)まで利用者数も減少していましたが、平成 16 年度

(2004年度)からは、自主事業の充実により、利用者数が上昇に転じています。 

 

② 所長以下の職員すべてが非常勤職員ですが、くずはの広場を含めた施設の管理

運営について、多くのボランティアに支えられていることが管理運営費の削減

につながっています。 

③ 平成 27 年度(2015 年度)以降、管理運営費の増加により一人当たり一般財源負

担額が増加傾向にあります。その原因を特定するとともに、開放施設への位置付

けによる歳入の増加等を検討する必要があります。 
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④ 学校や幼稚園などの教育目的の利用や、ボランティアの生きがい創造の拠点で

もあり、更新年度超過後も継続使用する必要性が比較的高いと考えられる施設で

すが、一般財源負担を軽減するため、改修等の費用の財源を検討する必要があり

ます。 

３ 蓑毛自然観察の森・緑水庵          

 【設置及び建設年度】 

設置・建設：H2(1990)《移築年度》 構造：W1 

 

【位置図】 

【設置の根拠又は目的】 

昭和初期の標準的農家住宅を保存するとともに、周辺の雑木林における四季を通

じた自然観察活動を行う場として設置しています。 

 

【主な事業】 

① 自然観察会等の実施 

② 地域の文化伝承活動の場所として利用 

 

【管理運営費等】 

 利用者数 管理運営費 
一人当たり 

管理運営費 

一人当たり 

一般財源負担額 

Ｈ19 

(2007) 
1,200 人 263万円 2,195円/人・日 2,195円/人・日 

蓑毛自然観察の森・緑水庵 

至ヤビツ峠

至国道246号
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Ｈ21 

(2009) 
1,290 人 255万円 1,978円/人・日 1,978円/人・日 

Ｈ23 

(2011) 
1,290 人 155万円 1,199円/人・日 1,199円/人・日 

Ｈ25 

(2013) 
1,471 人 260万円 1,764円/人・日 1,764円/人・日 

Ｈ27 

(2015) 
2,440 人 181万円 742円/人・日 742円/人・日 

Ｈ29 

(2017) 
3,445 人 154万円 447円/人・日 447円/人・日 

Ｒ01 

(2019) 
3,422 人 154万円 451円/人・日 451円/人・日 

 

【現状と課題】 

① 古民家を移築したもので、文化財としての保存と自然観察の拠点という二つの

性格を併せ持った施設です。ヤマビルの発生時期は、利用が低調となることもあ

り、自然観察の森を自由散策する利用者を除けば、平成 25 年度(2013 年度)まで

の年間利用者数は 1,300 人程度で推移していました。鹿柵を設置するとともに、

ヤマビル対策を実施しています。 

② 現在、管理は地元自治会等で組織する協議会に委託しています。本市における

新たな管理運営形態の先駆けとなっており、徐々に利用者数の増加の効果も現

れ、平成 29 年度(2017 年度)には 3,000 人を超えましたが、今後も様々な工夫が

必要です。 

③ 令和 2年(2020 年)4 月に国登録有形文化財に登録されたほか、表丹沢魅力づく

り構想においても地域活動拠点に位置付けられています。 
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第８節 上下水道施設 

 

１ 上下水道局（上下水道局庁舎） 

 【上下水道局設置及び建設年度】 

設置：H29(2017)  浄水管理センター施設内に設置 

建設：S55(1980)  

 

【位置図】 

 

【設置の根拠又は目的】 

市民等の飲料水や生活用水を供給する水道事業と、市民等の排出する汚水を処理

し、公共水域の保全及び市街化区域の雨水による浸水被害を防除する公共下水道事

業を執行・管理するために設置しています。 

根拠法令等：水道法、下水道法、秦野市水道事業及び公共下水道事業の設置等に

関する条例 

 

【主な事業】 

水道事業及び公共下水道事業を経営するための事務所 

 

ほうらい会館

浄水管理 

センター 

なでしこ 

運動広場 
中野健康センター
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【現状と課題】 

① 上下水道の組織統合は、組織や事務の更なる効率化、市民サービスの向上、組

織力の向上を目的として実施したもので、その効果を最大とするために、両事業

の合同庁舎を浄水管理センター管理棟に設置したものです。設置にあたっては、

旧水道局庁舎が建設から 50 年を経過して老朽化していたため、浄水管理センタ

ー管理棟の有効利用ができるように、国や県との調整を行い、耐震化工事に合わ

せて改築を実施しています。その結果、水道事業では約 6 億円の庁舎建設費用が

削減されました。管理棟の改築費と相殺しても約 4億 9千万円の削減効果が出て

いるほか、組織執行体制と人員の見直し、両事業の経理部門の一元化等によって

約 3 千万円の経費削減や、許認可窓口の一元化、庁舎維持経費についての組織統

合効果が見込まれています。 

② 平成 24 年(2012 年)4 月から、上下水道料金の窓口、検針、課金、収納、滞納

整理の一連業務と電算システムを民間企業に包括委託していますが、平成 29 年

(2017 年)7 月からは、上下水道の給排水工事検査及び下水道事業水洗化普及業務

を包括委託業務に追加しています。安全安心の責務を果たす範囲の中で、上下水

道事業のサービスの質の向上と収益確保、経費削減を図れるよう、今後も民間委

託の拡大について、よく検討して、企業努力に努める必要があります。特に平成

30(2018)年 12 月に一部改正された水道法に基づく民間委託の導入については、

両事業の将来性や安定的な供給体制の維持、費用対効果などをよく検討したうえ

で、慎重に判断する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 上水道施設（旧庁舎及び倉庫）         

 【局舎設置及び建設年度】 

設置：S30(1955) 

建設：S41(1966)《S62(1987)買収移転》 庁舎の構造：W1、S1、R2 
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【位置図】 

《旧水道局庁舎》 

 

《南が丘資材倉庫》 

 

 

秦野市役所

本町中学校

消防本部 

旧水道局庁舎

南が丘資材倉庫 

みなみがおか幼稚園 
南が丘公民館

立野緑地スポーツ広場 

南が丘小学校 

南が丘中学校
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《鈴張配水場跡地》 

 

《曽屋水道記念公園（旧曽屋配水場）》 

 

 

本町中学校

秦野市役所

本町公民館

くずはの家

曽屋水道記念公園

(旧曽屋配水場) 

はだのこども館

みどりこども園

鈴張町配水場跡地

小田急線 

南中学校 

保健福祉センター
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【設置の根拠又は目的】 

生活用水その他の浄水を市民等に供給するため設置しています。 

根拠法令等：秦野市水道事業の設置等に関する条例 

 

【主な事業】 

旧水道局庁舎用地は、平成 31 年(2019 年)2 月に秦野市学校給食センター用地と

して活用することが政策決定された。 

 

【管理運営費等】 

 管理運営費 水道料金負担額 

Ｈ19 

(2007) 
1,753 万円 1,594万円 

Ｈ21 

(2009) 
2,056 万円 1,803万円 

Ｈ23 

(2011) 
1,910 万円 1,702万円 

Ｈ25 

(2013) 
1,724 万円 1,450万円 

Ｈ27 

(2015) 
1,838 万円 1,493万円 

Ｈ29 

(2017) 
1,380 万円 988万円 

Ｒ01 

(2019) 
246 万円 58万円 

※ 管理運営費と水道料金負担額との差額には、水道料金以外の収入を充当しています。 

 

【現状と課題】 

① 水道事業は、平成 21 年度(2009 年度)に「はだの水道ビジョン」を策定し、ま

た、平成 23 年度(2011 年度)から施設の計画更新と耐震化を目的とした「水道事

業計画(総務省の「経営戦略」として届出)」を策定し、5 年ごとに料金算定期間

を設定して、平成 23 年度(2011 年度)に約 21 パーセント、平成 28 年度(2016 年

度)に約15パーセント引き上げて、事業の健全経営の維持を図っています。 

② 人口の増加に合わせて平成 10 年(1998 年)前後までに集中して拡張整備された

施設については、将来を見据えた効率的な再配備、更新が必要であり、そのため

の多額な費用が必要となります。 

③ 旧水道局庁舎用地は、秦野市学校給食センターの事業用地として整備を進める

ため、令和元年度(2019年度)に庁舎等の解体工事を行いました。 

なお、この跡地は事業用地として賃貸借するとともに、この土地の取得価格と

実売価格との差額を補填するため、賃借料は積立てし、将来の売却に向けた資金
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を確保していきます。 

④ 給水人口の増加とともに給水量が増えていたのは平成6年(1994年)ごろまでの

ことであり、それ以降の給水人口は、微増傾向を示していたものの、平成 21 年

度(2009 年度)をピークに減少傾向に転じています。また、給水量については、

人口減少の要因も大きく、平成6年度(1994年度)をピークに減少傾向を示してい

ます。 

⑤ １人１日平均有収水量の減少傾向が続いており、非常に厳しい経営環境が見込

まれ、今後の水道施設の更新費用等の負担は重くなります。 

⑥ 平成 29 年度(2017 年度)決算における水道事業の給水原価は、112.32 円/㎥で

あるのに対し、供給単価は、119.44 円/㎥であり、平成8年度(1996 年度)から続

いていた販売損失が解消されていました。これは、下水道部局との統合による事

務の合理化や経費削減のほか、経営基盤の安定を図るために、平成 28 年(2016

年)4 月に実施した料金改定によるものです。しかし、令和元年度(2019 年度)決

算では、給水原価 121.08 円/㎥に対して供給単価は120.18 円/㎥と、販売損失が

生じています。 

⑦ 人口減少に加えて、節水機器の普及や節水技術の向上などにより、財政計画で

想定していた以上に水需要が減少し続け、給水収益が計画を大きく下回る状況が

続いています。 

⑧ 上下水道局の固定資産の中には、市の低・未利用地と同様に売却可能な資産も

含まれています。しかし、その多くは市街化調整区域にあり、また、住宅の建た

ない狭隘地で、施設の除却にも多額の費用を要します。 

⑨ 平成 24 年(2012 年)4 月から、窓口業務をはじめ、検針、課金、収納、滞納整

理などの一連の料金業務を、電算システムを含め一つの会社に委託する「包括委

託」を導入しています。 
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⑩ 引き続き、ライフラインとしての責務を果たしていくため、遊休地の売却や活

用など新たな収入の確保に努め、未収金対策の強化など、更なる経営の効率化が

求められています。なお、この数年、水道事業経営には、企業からの収益の減少

が大きく響いており、このような課題が見えている中、平成 28 年(2016 年)4 月

の料金改定により、口径別料金体系を導入し用途別の負担の偏りの解消、逓増性

の緩和などを行っておりますが、施設整備計画や財政計画の見直しに合わせ、景

気変動に左右されにくく、また、利用者負担の公平性の視点からも、常に適正な

料金体系の在り方に注意を払う必要があります。 

 

３ 下水道施設（浄水管理センター）       

 【浄水管理センター設置及び建設年度】 

設置：S56(1981) 

建設：S55(1980)  構造：R1～R4、地下2 

 

【位置図】 

 

【設置の根拠又は目的】 

市民の排出する汚水を処理し、浄化した後、公共水域に排出するために設置して

います。 

根拠法令等：下水道法 

ほうらい会館

浄水管理 

センター 

なでしこ 

運動広場 

中野健康センター
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【主な事業】 

汚水処理及び公共下水道を維持・管理するための施設 

 

【管理運営費等】 

 管理運営費 
下水道使用料 

負担額 

Ｈ19 

(2007) 
5 億 7,115 万円 5億 6,955 万円 

Ｈ21 

(2009) 
5 億 8,550 万円 5億 8,550 万円 

Ｈ23 

(2011) 
5 億 9,069 万円 5億 9,005 万円 

Ｈ25 

(2013) 
5 億 8,130 万円 5億 8,071 万円 

Ｈ27 

(2015) 
5 億 9,391 万円 5億 9,348 万円 

Ｈ29 

(2017) 
6 億 939万円 6億 917万円 

Ｒ01 

(2019) 
7 億 1,135 万円 7億 1,127 万円 

※ 平成19年度(2007年度)の管理運営費は、汚泥脱水機更新工事に係る費用(3億 3,915万円)

を除いています。 

※ 平成21年度(2009年度)の管理運営費は、水処理施設増設工事に係る費用(7億 3,009万円)

を除いています。 

※ 令和元年度(2019 年度)の管理運営費は、汚泥処理棟再構築工事に係る費用(5 億 7,000 万

円)を除いています。 

※ 管理運営費と下水道使用料負担額との差額には、下水道使用料以外の収入を充当していま

す。 

 

【現状と課題】 

① 公共下水道事業は、浄化槽技術の進展や今後の建設投資量を考慮して、市域の

ほぼ全域を対象としていた整備区域について、平成 22 年度(2010 年度)の公共下

水道全体計画の変更によって、市街化区域を中心とした区域に縮小し、総合計画

期間を単位として「下水道中期ビジョン」を策定して事業を進めています。 

② 平成 25 年度(2013 年度)には、一般会計からの基準外繰出金の解消を図るた

め、下水道使用料を約11パーセント引き上げました。 

また、平成 28 年度(2016 年度)には、企業会計に移行して、事業経営の透明性

と明確化を図り、同年度に「公共下水道事業計画(総務省の「経営戦略」として

届出)」を策定し、5年ごとに料金算定期間を設定して、平成29年度(2017 年度)

に約 5 パーセントの料金引き上げを行い、事業の健全経営の維持を図っていま

す。 
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③ 水道事業との統合による企業会計への移行によって、一般会計からの繰り入れ

（19億 9,300万円、平成27年度(2015年度)決算額）が解消されています。 

④ 浄水管理センターの施設だけでも、人件費を含めて約 6 億円の管理運営経費と

なっていましたが、令和元年度(2019年度)には7億円を超えています。今後も億

単位での設備の更新等が予定されています。 

⑤ 水道事業との経営統合や下水道使用料の引き上げにより経営基盤を強化してい

ますが、人口減少や節水型社会の伸展によって、下水道事業経営を取り巻く環境

は一層厳しさを増すことが予測されるため、平成 28 年度(2016 年度)から令和 7

年度(2025 年度)に係る今後 10 年間の中長期的な経営の基本計画として「秦野市

公共下水道事業計画」を策定しています。 

⑥ 一般的な世帯が 1 か月で 20 ㎥の水道を使用したと仮定し、上下水道料金を計

算した場合、令和元年度(2019 年度)の本市の下水道使用料は 2,469 円で、県内

19 市中、上から 4 番目で、県内 19 市の平均 2,212 円を上回っています。しか

し、上下水道料金の合計は 4,339 円となり、県内 19 市中、南足柄市、逗子市、

海老名市に次いで4番目に低く、平均4,650円を下回っています。 

⑦ 浄水管理センターは、建物が本市の公共施設の中では最も大きく、土地も 4 番

目に大きい施設です。供用開始から 40 年を経過し、主要な施設は標準耐用年数

を大幅に超過していることや、ほとんどの施設は耐震指針改定前の平成 9 年

(1997 年)以前に設計・施工されているため耐震性を有していないことから、施

設の長寿命化及び耐震化のための改築・更新に計画的に取り組み、平成 29 年

(2017年)7月から上下水道局庁舎として新たに供用を開始しています。 

⑧ 浄水管理センターの敷地は、将来計画に基づき取得されたものですが、少子化

の進展に伴い当初の推計よりも人口が増えていないこと、節水意識の高まりなど

に伴い水使用量が減少傾向にあることなど、新たな課題にも柔軟に対応していく

必要があります。 
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第９節 低・未利用地 

 

① 本市及び土地開発公社が所有する土地の中には、社会経済情勢の変化等によ

り、計画を廃止し、長い間使用していない土地や、公共施設を廃止し、その跡地

利用を行わないまま年月が経過した土地もあります。これらの土地は、従来は、

財源不足を補うために、売却を中心としてその活用を図ってきましたが、旧行政

区の役場跡地などは、地域住民から活用を望む声も多く、必ずしも計画的に売却

が行われてきたとはいえません。 

② 公社が保有する土地のうち、本町四ツ角周辺の土地については、過去には最大

年 1,600 万円の利子負担が生じていましたが、公社による借換え等により、大幅

に削減されています。しかし、令和元年度(2019年度)にも約32万円の利子負担が

生じ、取得以来の利子負担は、2 億円を超えています。今後、県道 705 号の拡幅

や、それに伴う周辺のまちづくり事業の進展によって、用途を決定し、市が買い

戻していくことが考えられます。 

③ 同じく公社が保有する健康福祉増進施設等事業用地は、最大で 1,100 万円を超

える利子負担が生じ、令和元年度(2019 年度)には、借換えにより利子負担が約

265 万円まで減っているものの、土地の取得以来の利子負担の総額は、1 億 4,000

万円を超えています。しかし、平成23年度(2011年度)から中日本高速道路株式会

社への貸付を行っており、年間約2,400万円の土地貸付収入を得ています。 

④ 本市が所有する公有地は、市民の共有財産です。これらを経営資源とし、効率

的な行財政運営を進めるため、低・未利用地の有効活用に努めることとしまし

た。今後も、部局間の垣根を越え、様々な課題を解決するための資源として柔軟

な発想による活用を進めていく必要があります。 
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【位置図】 

《事業用地》 

 

《健康福祉増進施設等事業用地》 

 

南が丘小学校 

南が丘中学校

みなみがおか幼稚園 南が丘公民館

立野緑地スポーツ広場 

南が丘資材倉庫

健康福祉増進施設等

事業用地 

秦野駅 


